
議会運営委員会議会改革検討小委員会 

次   第 

 

 

                 日時：令和８年 10 月５日(月) 

                                       常任委員会・予算特別委員会分科会終了後  

                                 場所：議 会 運 営 委 員 会 室 

 

 

１ 開 会 

 

 

 

２ 令和８年度答申案の取りまとめについて 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

４ 閉 会 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料１  

 

 

令和７年国勢調査に係る人口及び世帯数等の確定値について 
 

令 和 ８ 年 ９ 月 2 9 日 

総合政策環境部企画統計課 

課長 川嶋（内線 4480） 
 

令和７年国勢調査に係る人口及び世帯数等の確定値につきましては、本日 14 時に総務

省統計局から公表される予定ですが、京都府の概要については以下のとおりですのでご報

告いたします。 

なお、この内容については、国と同時記者発表を行う予定です。 
 

・京都府の人口は 2,500,173 人、令和２年から 3.0％減少(令和７年 10 月 1 日現在) 

・府内の 65 歳以上人口の割合は過去最高の 29.9％となった 
 
１ 人口 

  京都府は平成 22年の調査以降４回連続で減少、全国は３回連続の減少 

 令和７年 令和２年 増減数 増減率 

京都府 2,500,173人 2,578,087人 ▲77,914人 ▲3.0％ 

全 国 122,972,528人 126,146,099人 ▲3,173,571人 ▲2.5％ 
※京都府の人口：全国 13位 

 ＊人口増加市町村は、２市１町      ※（ ）内は増減率 

   長岡京市(1.1%)、京田辺市(0.8%)、大山崎町(0.1%) 

 ＊人口減少市町村は、13市 10町村、減少率が高い市町村は以下のとおり 

   笠置町(▲16.7%)、和束町(▲14.7%)、伊根町(▲12.2%)、京丹波町(▲12.1%)、南山城村(▲10.7%) 

 ＊外国人の人口は、86,047人で人口の 3.4%、令和２年と比べ 27,986人、48.2%の増加 

 

２ 年齢（３区分）別人口割合 ※（ ）内は令和２年調査時との差 

  京都府の 15歳未満割合は過去最低、65歳以上割合は過去最高 

  0歳～14歳 15歳～64歳 65歳～ 

京都府 10.2％（▲1.2pt） 59.9％（0.7pt） 29.9％（0.5pt） 

全 国 10.9％（▲1.1pt） 59.8％（0.2pt） 29.4％（0.9pt） 
※京都府 0歳～14歳：全国 39位、15歳～64歳：全国９位、65歳～：全国 37位 

 

３ 世帯 

一般世帯数は府内 11市５町で増加し、府全体では 2.8%の増加 

 令和７年 令和２年 増減数 増減率 

京都府 
1,222,546世帯 

（2.00人/世帯） 

1,188,903世帯 

（2.12人/世帯） 

33,643世帯 2.8％ 

全 国 
57,181,619世帯 

（2.10人/世帯） 

55,704,949世帯 

（2.21人/世帯） 

1,476,670世帯 2.7％ 

※京都府の一般世帯数：全国 13位、一世帯当たり人員：全国 44位 

注）一般世帯数は、世帯の総数から施設等の世帯数を除いた数値 
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１０ 

選挙区・定数検討資料集 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 ８ 年 １ ０ 月 

議会改革検討小委員会 
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選挙区・定数のあり方に関する検討結果骨子（案） 

 

 

１ 検討の経過及び結果 

 

○令和７年６月の議長諮問を受け、議会改革検討小委員会を設置し、選挙区・

定数のあり方について検討 

○国勢調査速報値公表前は、参考人を招致し、定数・選挙区のあり方に関す

る基本的な考え方について中間整理を取りまとめ 

○国勢調査速報値公表後に具体的な協議を行った結果、基本的な考え方につ

いては意見が一致したが、総定数及び各選挙区の定数については、「現状維

持案」と「定数３人削減案」が提案 

 

２ 議員定数等の基本的な考え方（全会派一致） 

 

○議員定数、選挙区及び各選挙区の議員定数は、議会の機能・役割を踏まえ

るとともに、人口比例を基本としつつ、地域間の均衡その他の事情を考慮

し、一票の較差、逆転区の状況、地域の実情及び今後の人口動態等を総合

的に勘案して判断する必要 

○一票の価値の平等は選挙制度の基本原則であり、一票の較差及び逆転区の

状況については継続的に点検・検証を行う必要 

 

３ 令和７年国勢調査速報値を基礎とした議員定数等のあり方 

 

(1) 現状維持案 

 

ア 内 容 

・総定数 60人並びに 25選挙区及び各選挙区の定数を維持 

 

イ 理 由 

・人口減少に加え、議会機能、地域代表性及び地域間の均衡等を総合的

に勘案すべきであり、京都府の地域特性等も踏まえれば、現時点で定

数を見直す状況には至っていない。 

・一票の較差については引き続き点検が必要である。 

 

(2) 定数３人削減案 

 

ア 内 容 

・南区、右京区並びに宇治市及び久世郡を各１人減員し、総定数を 60人

から 57人に削減 

 

イ 理 由 

・前回の総定数見直し以降、府人口が約５％減少しており、人口減少率

等を踏まえ、総定数を 57人とすることが適当である。 

・議員１人当たり人口等に基づき定数配分を見直すべき。 

資料３  
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選挙区・定数のあり方に関する検討結果（案） 

 

 

１ 検討の経過及び結果 

本小委員会は、令和７年６月 27 日付け議長諮問「府民への理解を促進するため

の京都府議会の選挙区・定数のあり方の検討」を受け、議会運営委員会において設

置された。 

令和７年国勢調査速報値が発表されるまでの間は、議員の役割や定数・選挙区の

あり方に関する基本的な考え方について協議を行った。この間、令和８年４月には

参考人招致を行い、地方議会及び議員の役割並びに選挙区及び議員定数をテーマと

して意見聴取及び質疑を実施するとともに、中間整理を取りまとめた。 

令和８年５月以降は令和７年国勢調査速報値を基礎として協議を重ね、議員定数

等のあり方に関する基本的な考え方については意見の一致を見た。一方、具体的な

総定数及び各選挙区の議員定数については、人口減少の状況を踏まえた定数見直し

の必要性や、人口動態と議会機能・地域代表性等との関係をどのように評価するか

について意見が分かれ、現状維持と総定数３人削減の両案が示されたが、最終的に

意見の一致を見るには至らなかった。 

このため、協議結果を次のとおり両論併記するものである。 

 

 

２ 京都府議会の議員の総定数並びに選挙区及び各選挙区の議員定数の基本的な考

え方について（全会派一致） 

議員定数、選挙区及び各選挙区の議員定数のあり方については、議会の機能・役

割を踏まえるとともに、公職選挙法第 15 条第８項の規定による人口比例を基本と

しつつ、地域間の均衡その他の事情を考慮し、一票の較差及び逆転区の状況、地域

の実情並びに今後の人口動態等を総合的に勘案して判断する必要がある。 

また、一票の価値の平等は選挙制度の基本原則として尊重されるべきであり、一

票の較差及び逆転区の状況については今後も継続的に点検及び検証を行う必要が

ある。 

 

 

３ 令和７年国勢調査速報値を基礎とした京都府議会の議員の総定数並びに選挙区

及び各選挙区の議員定数のあり方について（両論併記） 

 

(1) 現状維持案 

京都府議会の議員の総定数は、現行の 60人を維持することが適当である。 

また、選挙区及び各選挙区の議員定数についても、現行の 25 選挙区及び各選挙

区の定数を維持することが適当である。 

 

 

資料４ 
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（理由） 

今回、令和２年国勢調査人口 2,578,087 人から、令和７年国勢調査人口速報値

2,502,747人まで、５年間で 75,340人、約 2.9％人口が減少している。 

しかしながら、議員定数については、人口減少の程度を考慮することに加えて、

執行機関に対する監視、政策形成及び府内各地域の多様な意見の反映といった議会

の機能・役割を踏まえる必要がある。また、京都府は、地域特性が多様な広域自治

体であることから、地域間の均衡及び地域代表性等も含め、総合的に判断すべきで

ある。さらに、府議会の議員一人当たり人口は約 41,000 人であり、人口規模が同

程度の他府県と比較しても大きな差は認められない。 

一票の較差については、令和７年国勢調査人口速報値に基づく試算において最大

約 1.98 倍となっていることを踏まえ、引き続き点検する必要がある。また、最高

裁判例においても、都道府県議会の定数配分については、人口比例を基本としつつ、

地域間の均衡その他の事情を総合的に考慮して判断する考え方が示されている。 

以上の事情を総合的に勘案した結果、現時点において、現行の総定数及び選挙区・

各選挙区の定数を変更するまでの事情には至っておらず、現行の総定数及び選挙

区・各選挙区の定数を維持することが適当である。 

 

（現状維持案に対する意見） 

・ 人口減少が続く中、議員定数についても人口動態を反映した見直しを行うべ

きである。 

・ 一票の較差において、最高裁判例で示されている数値はあくまでも総合判断

の結果である。最高裁は、「投票価値の平等は、憲法上の要求であり、人口比例

は最も重要かつ基本的な基準である」と繰り返し判示していることから、人口

動態を踏まえた見直しを行うべきである。 

 

(2) 定数３人削減案 

京都府議会の議員の総定数を、現行の 60人から 57人に削減することが適当であ

る。 

また、選挙区及び各選挙区の議員定数については、南区、右京区並びに宇治市及

び久世郡の各選挙区について、それぞれ 1人を減ずることが適当である。 

 

（理由） 

京都府の人口は、前回総定数の見直しを行った平成 22 年国勢調査の 2,636,092

人から令和７年国勢調査人口速報値の 2,502,747 人へと約５％減少している。ま

た、人口比例は重要かつ基本的な基準であり、最高裁判例でも「較差是正の努力が

続けられていること」としている。このため、総定数について人口動態を反映した

見直しを行うことが適当である。 

まず、総定数については、人口減少率を勘案すると、現行 60 人から３人削減し

57人とすることが適当である。 

また、各選挙区の定数配分については、定数１の選挙区を除き、１人減員した場

合においても現行の最大較差である約 1.98 倍を超えない選挙区を対象として検討

し、その中で議員１人当たり人口が少ない選挙区から見直しを行うことが適当である。 
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この考え方に基づき、南区、右京区並びに宇治市及び久世郡の各選挙区定数をそ

れぞれ１人減ずることが適当である。 

以上より、総定数を 60人から 57人とし、南区、右京区並びに宇治市及び久世郡

の各選挙区定数をそれぞれ１人減ずることが適当である。 

 

（定数３人削減案に対する意見） 

・ 本小委員会で確認した基本的な考え方からすると、人口減少のみを理由とし

て議員定数を削減すべきではなく、議会機能、地域代表性及び地域間の均衡等

も総合的に勘案すべきである。 

・ 削減対象となる選挙区（南区、右京区並びに宇治市及び久世郡）においては

一票の較差が広がる一方で、最大較差の是正や逆転区の解消にはつながらない

ことから、定数削減により得られる効果が明確ではない。 

・ 現状においては定数の見直しは必要ないと考えるが、今後見直すのであれば

定数増を含めたあらゆる方法を検討すべきである。 

 

 


